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「コンテスタビリティ理論と規制緩和：理論編」

公益事業規制（背景）→コンテスタビリティ理論（主題：反乱）→反論（鎮圧）

	社会的規制
	経済的規制

	安全・衛生

健康・環境
	資源配分上の非効率の抑止

①情報の非対称性②自然独占性


自然独占

費用関数が劣加法的であることが必要十分条件である。

①1財のとき、規模の経済↔平均費用逓減→劣加法性

②多数財のとき、範囲の経済＋規模の経済→劣加法性

①平均費用逓減→劣加法性の証明
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↔劣加法性

②範囲の経済：
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　複数財の場合においての劣加法性は、qをベクトル表示にすることで定義可能。

　劣加法性が成立しているとき、q１=
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とおけば範囲の経済が成立。

　範囲の経済と、各財について規模の経済が成立するなら劣加法性が成立するらしい。

このとき、独占企業の利潤最大化行動は社会余剰を最大化せず、deadweight loss発生。

料金設定

限界費用料金設定：パレート最適だが、赤字。赤字を補填しようとするとX非効率性発生。

平均費用料金設定：次善だが費用削減のインセンティブがあるわけではない。

2部料金設定：固定費を基本料金、限界費用を従量料金で徴収するので最善を達成。

政府の失敗

X非効率性：一定の収入と利潤が確保できるので費用削減誘因がなくなる。

アバーチジョンソン効果：事業報酬が資本費用で決定→過剰事業資産を保有する。

レント・シーキング：特権を確保するための資源の浪費

問題なのは固定資本の転用可能性→コンテスタビリティの理論へ

コンテスタビリティ命題

条件

①全企業は同質の費用関数・需要関数をもつこと。

②全企業は参入退出が自由、サンクコストがゼロ。

③既存企業は時間ラグをもってしか価格を変更できない。

④消費者は価格の差異に対して時間ラグなく反応できること。

②の仮定が一番重要。当時はリース市場の発展などによって現実性があると思われた。

サンクコストには、内生的なもの、外生的なものの2種類がある。

完全コンテスタブル市場における長期均衡は持続可能な産業構造でなければならない。

（1） 産業全体の需給の均衡。

（2） 既存企業は市場から撤退しないこと。

（３）参入企業が実際には参入しないこと

　潜在的参入企業の参入を防ぐために企業は効率的な生産を強いられる。

　その均衡の特徴として、

（1） 価格は平均費用に等しい。

（2） 費用最小化の効率的生産が行われる。

（3） 2企業以上が生産する場合、価格は限界費用に等しい。

（4） 複数財の場合、財間の内部相互補助は不可能。

（5） 複数財の場合自然独占企業は「ラムゼー価格」を設定する。

コンテスタビリティ理論の含意

・伝統的経済理論との差異

（1） コンテスタビリティ理論は伝統的完全競争理論の一般化で独占や寡占などの産業

構造にも適用可

（2） 伝統的寡占理論による均衡はゲームの構造により異なるが、コンテスタビリティ

理論での均衡は潜在的競争圧力によって決定される。

（3） 資源配分の歪みがあまり大きくない。

（4） 産業構造は内生的に決定される。

・公共政策的意義

　大幅な規制緩和と独占禁止政策の撤廃の主張へ

コンテスタビリティ理論の批判的検討

均衡の存在－整数問題とクリーム・スキミング

整数問題：複数の企業の場合、平均費用最小化点で生産、費用関数が等質という仮定のもとでは、産業の均衡供給量は平均費用最小点での生産量の整数倍にしかならない。

クリーム・スキミング（複数財の間で内部補助がおこなわれているときに、高利潤部門のみに参入が起きること）を排除できない可能性がある。

本質論的批判

コンテスタビリティの名で語られていたのは、単に超参入自由でしかない。

参入が自由（参入企業が既存企業のシェアをすべて奪い取れること）と、参入が絶対であると（既存企業が復讐しないほど規模が小さいこととは矛盾する。

参入退出の完全性は規模の経済性と矛盾する。（すべてが可変費用になるはずだから）

規模の経済性が存在するための3条件

（1） 埋没費用が存在すること

（2） 保蔵が効かないサービス的性質を持つこと

（3） 生産に時間がかかること

コンテスタビリティ理論は（１）を大前提によって排除している。

一方、均衡に影響を与える産業構造の条件として、

（1） 費用・技術（２）需要（３）不可逆性（４）競争・戦略的依存性

があげられるが、コンテスタビリティ理論は（２）から（４）を捨象している。

頑健性批判

ボーモルはベルトラン型価格競争モデルを考えたが、クールノー型数量競争モデルで考えてみると、既存企業はコンテスタブル市場でも独占的利潤を若干受け取れる。

反応ラグ、サンクコスト０の仮定をゆるめると、結論が異なる。

実証的批判

コンテスタビリティ理論に対する実証的批判は次の2点を示そうとした。

－市場成果（航空運賃）が市場集中度と相関を持つこと。

－市場成果が（運賃、消費者余剰）が実際の競争相手の有無と相関性を持つこと
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